
月例経済報告の変遷

4月 5月

基 調 判 断

景気は、新型コロナウイルス感染症の影響により、
急速に悪化しており、極めて厳しい状況にある。

先行きについては、感染症の影響による極めて厳し
い状況が続くと見込まれる。また、感染症が内外経
済をさらに下振れさせるリスクに十分注意する必要
がある。金融資本市場の変動等の影響を注視する必
要がある。

景気は、新型コロナウイルス感染症の影響により、
急速な悪化が続いており、極めて厳しい状況にあ
る。

先行きについては、感染拡大の防止策を講じつつ、
社会経済活動のレベルを段階的に引き上げていく
が、当面、極めて厳しい状況が続くと見込まれる。
金融資本市場の変動等の影響を注視する必要があ
る。

個 人 消 費 感染症の影響により、急速に減少している。 感染症の影響により、急速な減少が続いている。

設 備 投 資 おおむね横ばいとなっている。 このところ弱含んでいる。

住 宅 建 設 弱含んでいる。 弱含んでいる。

公 共 投 資 底堅く推移している。 底堅く推移している。

輸 出 入

輸出は、感染症の影響により、このところ減少して
いる。
輸入は、感染症の影響により、このところ減少して
いる。

輸出は、感染症の影響により、急速に減少してい
る。
輸入は、感染症の影響は残るものの、このところ下
げ止まりつつある。

国 際 収 支 貿易・サービス収支は、黒字となっている。 貿易・サービス収支は、赤字となっている。

生 産 感染症の影響により、減少している。 感染症の影響により、減少している。

企 業 の
動 向

企業収益は、感染症の影響により、急速に減少して
いる。
企業の業況判断は、感染症の影響により、急速に悪
化している。

企業収益は、感染症の影響により、急速に減少して
いる。
企業の業況判断は、感染症の影響により、急速に悪
化している。

倒 産 件 数 このところ増加がみられる。 増加がみられる。

雇 用 情 勢
感染症の影響により、足下では弱い動きがみられ
る。

感染症の影響により、弱さが増している

(備考)下線部は、先月から変更した部分。

　政府は、東日本大震災からの復興・創生及び平成
28年（2016年）熊本地震からの復旧・復興に向けて
取り組むとともに、デフレからの脱却を確実なもの
とし、経済再生と財政健全化の双方を同時に実現し
ていく。
このため、「経済財政運営と改革の基本方針
2019」、「成長戦略実行計画」等に基づき、潜在成
長率の引上げによる成長力の強化に取り組むととも
に、成長と分配の好循環の拡大を目指す。さらに、
誰もが活躍でき、安心して暮らせる社会づくりのた
め、全世代型社会保障を実現する。
新型コロナウイルス感染症に対しては、５月４日、
新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急
事態宣言の期間を５月31日まで延長した後、５月25
日までに、全都道府県について緊急事態宣言を解除
した。引き続き感染拡大の防止策を講じつつ、社会
経済活動のレベルを段階的に引き上げていく。こう
した下で、感染拡大の防止に努めるとともに、雇
用・事業・生活を守り抜き、経済の力強い回復と社
会変革の推進を実現するため、令和２年度第１次補
正予算を含む「新型コロナウイルス感染症緊急経済
対策」（４月20日閣議決定）を可能な限り速やかに
実行するとともに、第２次補正予算（５月27日概算
閣議決定）を早急に国会に提出し、その早期成立に
努める。
日本銀行は、企業等の資金繰り支援に万全を期すと
ともに、金融市場の安定を維持する観点から、４月
27日に、金融緩和を一段と強化するとともに、５月
22日に、新たな資金供給手段の導入を決定した。日
本銀行には、経済・物価・金融情勢を踏まえつつ、
２％の物価安定目標を実現することを期待する。

　政府は、東日本大震災からの復興・創生及び平成
28年（2016年）熊本地震からの復旧・復興に向けて
取り組むとともに、デフレからの脱却を確実なもの
とし、経済再生と財政健全化の双方を同時に実現し
ていく。
　このため、「経済財政運営と改革の基本方針
2019」、「成長戦略実行計画」等に基づき、潜在成
長率の引上げによる成長力の強化に取り組むととも
に、成長と分配の好循環の拡大を目指す。さらに、
誰もが活躍でき、安心して暮らせる社会づくりのた
め、全世代型社会保障を実現する。
　新型コロナウイルス感染症に対しては、４月７
日、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく
緊急事態宣言を行い、４月16日に、全都道府県を緊
急事態措置の対象としたところであり、国民が一丸
となって同感染症対策をさらに強力に推進する。こ
うした下で、感染拡大の早期収束に努めるととも
に、雇用・事業・生活を守り抜き、収束後の経済の
力強い回復と社会変革の推進を実現するため、「新
型コロナウイルス感染症緊急経済対策　～国民の命
と生活を守り抜き、経済再生へ～」（４月７日閣議
決定、４月20日変更の閣議決定）を速やかに実行す
る。そのため、令和元年度補正予算及び臨時・特別
の措置を含む令和２年度予算等を迅速かつ着実に執
行するとともに、令和２年度補正予算を早急に国会
に提出し、その早期成立に努める。
　日本銀行においては、企業金融の円滑確保に万全
を期すとともに、金融市場の安定を維持する等の観
点から、金融緩和を強化する措置がとられている。
日本銀行には、経済・物価・金融情勢を踏まえつ
つ、２％の物価安定目標を実現することを期待す
る。

政 策 態 度

2020年



○2020年1～3月期四半期別ＧＤＰ速報（1次速報値）

・ＧＤＰ成長率（季節調整済前期比）
2020年1～3月期の実質ＧＤＰ(国内総生産・2011暦年連鎖価格)の成長率は、▲0.9％
(年率▲3.4％)となった。また、名目ＧＤＰの成長率は、▲0.8％(年率▲3.1％)となった。

・2019年度のＧＤＰ
2019年度の実質ＧＤＰ成長率は▲0.1％、名目ＧＤＰ成長率は0.7％となった。
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○2020年度の政府経済見通し（主要経済指標）

資料：内閣府「令和２年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度（令和2年1月20日閣議決定）」



○　海外主要国の経済成長率の見通し

○ ＩＭＦの世界経済見通し（2020年4月14日発表）
2020年予測 2021年予測

日　　本 ▲ 5.2 3.0
米　　国 ▲ 5.9 4.7
ユーロ圏 ▲ 7.5 4.7
中　　国 1.2 9.2
世 界 計 ▲ 3.0 5.8

注）単位：％、実質ＧＤＰ成長率の前年比。

○ ＯＥＣＤの世界経済見通し（2020年3月2日発表）
2019年予測 2020年予測 2021年予測

日　　本 0.7 0.2 0.7
アメリカ 2.3 1.9 2.1
ユーロ圏 1.2 0.8 1.2
世界計 2.9 2.4 3.3

注）単位：％、実質ＧＤＰ成長率の前年比

○ アジア開発銀行のアジア大洋州主要国・地域別の経済成長見通し
　（2020年4月3日発表）
2020年予測 2021年予測

   地域全体 2.2 6.2
　 中　　国 2.3 7.3
   香 　 港 ▲ 3.3 3.5
　 韓　　国 1.3 2.3
　 台　　湾 1.8 2.5
　イ　ン　ド 4.0 6.2
 インドネシア 2.5 5.0
  マレーシア 0.5 5.5
  フィリピン 2.0 6.5
 シンガポール 0.2 2.0
  タ     イ ▲ 4.8 2.5
  ベ ト ナ ム 4.8 6.8
注）単位：％、実質ＧＤＰの前年比伸び率

○日銀の経済見通し
（2020年4月27日公表「経済・物価情勢の展望」）

1月時点 1月時点 1月時点

注１）今回、先行きの不確実性が従来以上に大きいことに鑑み、各政策委員は最大 1.0％ポイントのレンジの範囲内で見通し

    （上限値・下限値の２つの値）を作成することとした。「大勢見通し」は、９名の政策委員の見通し値（上限値・下限値）

      のうち上から２個、下から２個、計４個の値を除いて、幅で示したものである（政策委員が単一の値で見通しを作成した

      場合には、当該値を２個と数える）。１月時点の大勢見通しは、各政策委員が単一の値で示した見通し値から、最大値・

      最小値を１個ずつ除いて幅で示したものであり、今回の大勢見通しとは異なることに留意が必要である。

　２）各政策委員は、既に決定した政策を前提として、また先行きの政策運営については市場の織り込みを参考にして、上記の

２）見通しを作成している。

２０２1年度２０２０年度２０１９年度

実質ＧＤＰ　大勢見通し +1.0～+1.3

―対前年度比、％

-0.4～-0.1 +0.8～+0.9 -5.0～-3.0 +0.8～+1.1 +2.8～+3.9


